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長久手市地域福祉計画・地域福祉活動計画・地域自殺対策計画推進

委員会設置要綱

(設置)

第１条 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１０７条、第１０９条及び自

殺対策基本法（平成１８年法律第８５号）第１３条第２項の規定に基づき、長

久手市における総合的な地域福祉の推進を図るために策定された長久手市地域

福祉計画（以下「福祉計画」という。）、その理念や仕組みを実現、実行するた

めの長久手市地域福祉活動計画（以下「活動計画」という。）及び生きることの

包括的な支援のための地域自殺対策計画（以下「自殺対策計画」という。）の進

捗状況の管理と共に、次期計画策定に向けた検討を行うため、長久手市地域福

祉計画・地域福祉活動計画・地域自殺対策計画推進委員会（以下「委員会」と

いう。）を設置する。

(所掌事務)

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。

⑴ 福祉計画、活動計画及び自殺対策計画の進捗状況の管理に関すること。

⑵ その他福祉計画、活動計画及び自殺対策計画の推進に必要な事項に関する

こと。

(委員)

第３条 委員会は、委員１５名以内をもって組織する。

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。

⑴ 学識経験者

⑵ 保健医療関係者

⑶ 社会福祉関係者

⑷ 市民公募により選出された者

⑸ その他市長が必要と認める者

(委員の任期)

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が任期の途中で交代した場合

の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。

(組織)

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置く。

２ 委員長は、委員の互選により選出し、副委員長は、委員長が指名する。

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理す

る。

(会議)

参考１



2

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、委員長が議

長となる。ただし、最初に開催される会議は、市長が招集する。

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。

３ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。

４ 委員長は、必要があると認めたときは、関係者の出席を求め、意見を聞くこ

とができる。

(庶務)

第７条 委員会の庶務は、地域共生推進課において処理する。

(雑則)

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営その他必要な事項は、委員

長が委員会に諮って定める。

附 則

この要綱は、平成２８年１月２２日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和２年１月２０日から施行する。

附 則

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。


